
出典：社人研

出典：社人研

（1） 武蔵台・横手台地区　　

（年）

　武蔵台・横手台地区の人口は、平成 27年（2015 年）に 7,866 人であり、令和７年（2025 年）に 7,137
人、令和 12年（2030 年）に 6,636 人と人口減少が進むことが見込まれます。令和 42年（2060 年）の
人口 3,606 人は、平成 27年（2015 年）の約 46％まで減少します。
　年齢別の構成割合を見ると、平成 27年（2015 年）に比べて０歳から 14歳までの年少人口と 15歳か
ら 64 歳までの生産年齢人口の割合が減少し、65歳以上の老年人口の割合が増加していきます。増加し
ていく老年人口の割合は、令和７年（2025 年）以降 48％を超えて推移することが見込まれています。
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2060年までの年齢4区分別将来⼈⼝⾒込み【武蔵台・横手台地区】

2060年までの年齢４区分別人口割合の推移見込み【武蔵台・横手台地区】

６．地区別人口推計
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（2） 高麗地区

出典：社人研

出典：社人研

　高麗地区の人口は、平成 27 年（2015 年）に 5,241 人であり、令和７年（2025 年）に 4,783 人、令
和 12年（2030 年）に 4,501 人となり人口減少が進むことが見込まれます。令和 42年（2060 年）の人
口 2,830 人は、平成 27年（2015 年）の約 54％まで減少します。
　年齢別の構成割合を見ると、平成 27年（2015 年）に比べて０歳から 14歳までの年少人口と 15歳か
ら 64 歳までの生産年齢人口の割合が減少し、65歳以上の老年人口の割合が増加していきます。増加し
ていく老年人口の割合は、令和 12年（2030 年）に 40％を超え、令和 27年（2045 年）には 45％を超
えることが見込まれています。
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2060年までの年齢４区分別人口割合の推移見込み【⾼麗地区】
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（3） 高麗川地区
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2060年までの年齢4区分別将来⼈⼝⾒込み【⾼麗川地区】

2060年までの年齢４区分別人口割合の推移見込み【⾼麗川地区】

　高麗川地区の人口は、平成 27年（2015 年）に 16,417 人であり、令和７年（2025 年）に 15,736 人、
令和 12年（2030 年）に 15,184 人と人口減少が進むことが見込まれます。令和 42年（2060 年）の人
口 10,885 人は、平成 27年（2015 年）の約 66％まで減少します。
　年齢別の構成割合を見ると、平成 27年（2015 年）に比べて０歳から 14歳までの年少人口と 15歳か
ら 64 歳までの生産年齢人口の割合が減少し、65歳以上の老年人口の割合が増加していきます。増加し
ていく老年人口の割合は、令和 12年（2030 年）に 30％を超え、令和 32年（2050 年）以降は約 45％
で推移することが見込まれています。

出典：社人研

出典：社人研
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（4） 高根地区
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2060年までの年齢4区分別将来⼈⼝⾒込み【⾼根地区】

2060年までの年齢４区分別人口割合の推移見込み【⾼根地区】

　高根地区の人口は、平成 27 年（2015 年）に 5,827 人であり、令和７年（2025 年）に 5,470 人、令
和 12年（2030 年）に 5,163 人と人口減少が進むことが見込まれます。令和 42年（2060 年）の人口 3,342
人は、平成 27年（2015 年）の約 57％まで減少します。
　年齢別の構成割合を見ると、平成 27年（2015 年）に比べて０歳から 14歳までの年少人口と 15歳か
ら 64 歳までの生産年齢人口の割合が減少し、65歳以上の老年人口の割合が増加していきます。増加し
ていく老年人口の割合は、令和 22年（2040 年）に 40％を超え、令和 27年（2045 年）以降は 45％を
超えて推移することが見込まれています。

出典：社人研

出典：社人研
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（5） 高萩地区
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2060年までの年齢4区分別将来⼈⼝⾒込み【⾼萩地区】

2060年までの年齢４区分別人口割合の推移見込み【⾼萩地区】

　高萩地区の人口は、平成 27 年（2015 年）に 10,837 人であり、令和７年（2025 年）に 10,247 人、
令和 12年（2030 年）に 9,787 人と人口減少が進むことが見込まれます。令和 42年（2060 年）の人口
6,537 人は、平成 27年（2015 年）の約 60％まで減少します。
　年齢別の構成割合を見ると、平成 27年（2015 年）に比べて０歳から 14歳までの年少人口と 15歳か
ら 64 歳までの生産年齢人口の割合が減少し、65歳以上の老年人口の割合が増加していきます。増加し
ていく老年人口の割合は、令和 22年（2040 年）に 40％を超え、令和 27年（2045 年）には約 45％に
達することが見込まれています。

出典：社人研

出典：社人研
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（6） 高萩北地区
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2060年までの年齢4区分別将来⼈⼝⾒込み【⾼萩北地区】

2060年までの年齢４区分別人口割合の推移見込み【⾼萩北地区】

　高萩北地区の人口は、平成 27年（2015 年）に 10,332 人であり、令和７年（2025 年）に 9,890 人、
令和 12年（2030 年）に 9,447 人と人口減少が進むことが見込まれます。令和 42年（2060 年）の人口
6,775 人は、平成 27年（2015 年）の約 66％まで減少します。
　年齢別の構成割合を見ると、平成 27年（2015 年）に比べて０歳から 14歳までの年少人口と 15歳か
ら 64 歳までの生産年齢人口の割合が減少し、65歳以上の老年人口の割合が増加していきます。増加し
ていく老年人口の割合は、令和７年（2025 年）に 30％を超え、令和 27年（2045 年）には 40％を超え
ることが見込まれています。

出典：社人研

出典：社人研
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（１） 歳入歳出の状況

 ①歳入の状況　

　平成 20 年度から平成 30 年度までの普通会計決算における本市の歳入（収入）と歳出（支出）
を見ると、歳入規模は平成 20年度の約 157 億 1,500 万円から、地方交付税の増加、扶助費など
の増加に伴う国・県支出金の増加、公共施設の整備に伴う市債発行額の増加などにより徐々に増加
し、平成 26年度には、高麗川駅西口土地区画整理事業の清算金収入などもあって約 200 億 6,000
万円となっています。平成 26年度以降は、市債発行額の減少などにより年々減少し、平成 30年
度は約 185 億 4,800 万円となっています。
　市の主要な財源である市税については、経済情勢などにより増減はあるものの、おおむね 80億
円から 85億円の間で推移しており、歳入総額に対して 40％から 54％の割合を占めています。

（年度）

8,466,942 8,294,208 8,089,610 7,993,968 8,049,015 8,156,562 8,204,878 8,009,010 8,109,238 8,253,957 8,354,211

2,848,201 2,449,141 2,976,924 3,189,368 3,127,915 3,492,957 3,991,159 3,791,909 3,754,151 3,631,638 3,610,068

906,363 934,563 1,343,476 1,514,655 1,569,504 1,451,569 1,392,584 1,527,430 1,369,741 1,294,118 1,146,056

894,553 842,300 821,652 787,452 824,709 862,326 929,687 1,330,493 1,220,374 1,313,920 1,407,913

771,783 1,061,930
1,405,634 1,164,408 1,519,145

2,193,371
2,381,634 2,190,872 1,933,373 1,696,662 1,385,4181,826,939 2,939,825

1,673,626 2,100,320 1,918,990

2,380,722

3,160,434 3,009,536
2,979,909 2,843,459 2,644,808

１．市税　市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税など
２．�譲与税・交付金等　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税
交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金

３．地方交付税等　地方特例交付金、地方交付税
４．国・県支出金　国庫支出金、県支出金
５．その他　分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

出典：総務省市町村決算カード

歳入の状況

７. 日高市の財政状況
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出典：総務省市町村決算カード

 ②歳出の状況　

　歳出規模は、平成 20年度の約 142 億 500 万円から、児童手当、障がい福祉サービス等給付費、
生活保護費など扶助費の増加、予防接種、がん検診に要する費用など物件費の増加、介護保険、後
期高齢者医療に対する公費負担など繰出金の増加などにより徐々に増加し、平成 26年度には、高
麗川駅西口土地区画整理事業の清算金交付など補助費等の増加もあって約 189 億 4,300 万円と
なっています。平成 26年度以降は、下水道事業への負担金などの補助費等のほか、道路・橋の整備、
小中学校の空調設備設置、校舎・体育館改修などが完了したことにより投資的経費が徐々に減少し、
平成 30年度は約 175 億 4,600 万円となっています。

（年度）

2,946,366 2,851,827 2,814,654 2,867,234 2,833,303 2,788,017 2,807,314 2,772,247 2,761,752 2,775,216 2,753,538

2,187,352 2,376,497
3,464,178 3,737,991 3,851,900 3,905,795 4,117,446 4,252,822 4,420,089 4,437,182 4,644,927

1,618,937 1,549,547
1,540,793 1,392,896 1,318,824 1,234,616 1,248,225 1,168,857 1,248,932 1,274,934 1,424,8662,224,144 2,350,306

2,360,162 2,471,594 2,441,545 2,465,012
2,797,7542,901,4392,922,1582,821,4582,660,8171,890,021

2,819,549
1,870,225 1,801,942 1,828,039 1,730,527

2,650,870 1,919,472 1,737,761 1,667,514 1,563,057
1,361,512

1,266,324 1,153,626 1,419,306 1,456,515 1,508,876 

1,574,213
1,724,981 1,759,984 1,777,913 1,678,562

1,528,853

2,100,016 1,528,988
1,646,552 1,671,571

3,124,876

3,026,795
2,772,690 2,523,818 2,167,541 1,640,200

447,610

 427,796 773,271
712,006 605,966

660,812

857,745 1,311,329 975,909 1,117,894
1,043,428

１．人件費　市職員の給与、議員、審議会委員の報酬など
２．�扶助費　社会保障制度の一環として､ 児童手当や生活保護費などの児童、高齢者、障がい者、生活困窮
者などへの支援に要する経費

３．公債費　地方公共団体が発行した地方債の元利償還に要する経費
４．�物件費　賃金、旅費、需用費、役務費、備品購入費､ 委託料、使用料及び賃借料などの地方公共団体が
支出する消費的性質の経費

５．�補助費等　公益上必要があると認められる団体などに対して交付する補助金、他団体と共同して事業を
行うための負担金など

６．繰出金　会計間相互において支出される経費など
７．�投資的経費　道路､ 橋､ 公園､ 学校､ 公民館、公営住宅、保育所など公共施設の新設・改修や用地取得
など社会資本の整備などに要する経費

８．その他　維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金

歳出の状況【性質別】
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 ③収支の状況　

　黒字団体あるいは赤字団体であるかどうかを捉える実質収支において、本市は黒字団体となって
います。
　ここでは、実質単年度収支により一会計年度の経費を前年度からの繰越金などの要因を除いた当
該年度の収入のみで賄うことができているのかを見ています。
　実質単年度収支は、各年度によって黒字、赤字のばらつきがあります。
　平成 28年度は約２億 5,700 万円、平成 29年度は約３億 6,800 万円の収支不足となっており、
収支不足が生じた場合の不足額が増加しています。

（年度）

△97,923

△169,399

278,705

86,218

302,347

162,063

△91,144

144,070

△257,340

△368,447

41,435

１．実質収支　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額
２．�実質単年度収支　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額から、実質的な黒字要素（財
政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し
引いた額

実質単年度収支

出典：総務省市町村決算カード
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１．�基金　特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するために設けら
れるもの

２．�財政調整基金　災害復旧などの財源や財源不足の補てんなど年度間の財源の不均衡を調整するための基金
３．減債基金　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金
４．�その他特定目的基金　公共施設の建設・改修費に充てるため、自然環境の保全に要する経費に充てるた
めなど特定の目的のために財産を取得し、または資金を積み立てるための基金

（２） 基金及び市債残高の状況

 ①基金残高の状況　

　基金残高は、平成 20年度末では約 19億 9,100 万円でしたが、公共施設整備基金への積立て等
により平成30年度末では約32億2,200万円となり、約12億3,100万円増加しています。一方で、
財政調整基金は、平成 20 年度末の約 16 億 8,500 万円から平成 27 年度には約 21 億 1,600 万円
まで増加しましたが、収支不足を補うための取崩しにより平成 27年度以降減少し、平成 30年度
末では約 14億 4,500 万円となり、平成 20年度末に比べて約 2億 4,000 万円減少しています。
　基金残高を市民１人当たりに換算すると、平成 20 年度末では約 35,000 円でしたが、平成 30
年度末では約 57,000 円となり、10年間で約 22,000 円増加しています。

（年度）

35,224

29,446

37,943

42,791
44,909

46,250
47,485

51,835

51,175
53,509

57,466

113,941

105,488

361,551

390,506

498,528
459,140

581,545

645,768
878,617

1,291,677

1,583,271

191,502

191,933

192,345

192,641 192,921
193,143

193,315

193,385

193,546

193,614
193,681

1,685,409
1,382,925

1,615,386
1,861,139 1,896,504

2,007,303 1,943,618
2,116,205

1,824,335
1,529,427

1,444,959

基金残高

出典：総務省市町村決算カード
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 ②市債残高の状況　

　市債残高は、平成 20年度末では約 121 億 8,000 万円でしたが、臨時財政対策債や建設事業債
の増加等により平成 23年度以降増加し、平成 30年度末では約 170 億 5,300 万円となり、10年
間で約 48億 7,300 万円増加しています。
　これを市民１人当たりに換算すると、平成 20年度末では約 216,000 円でしたが、平成 30年度
末では約 304,000 円となり、10年間で約 88,000 円増加しています。

（年度）

215,501
208,340 208,759 207,959 212,399

230,619

253,906

275,160

291,295
301,863 304,151

12,179,910 11,889,120 11,935,188 11,879,036 12,239,717
13,261,773

14,535,886

15,688,236
16,487,287

17,006,963 17,052,506

１．�臨時財政対策債　国が地方自治体に交付する地方交付税の財源が不足した場合に、地方が自ら資金を調
達するために発行する地方債

２．�建設事業債　道路､ 橋､ 公園､ 学校､ 公民館、公営住宅、保育所など公共施設の新設・改修や用地取得
など社会資本の整備に要する経費の財源として発行する地方債

市債残高

出典：総務省市町村決算カード
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※財政力指数
　�　地方公共団体の財政力を示す指数で､ 基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間
の平均値。財政力指数が高いほど､ 普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり､ 財源に余裕がある
といえる。

（３） 財政指標による本市の財政状況

 ①財政力指数の状況　

　財政力指数は平成 20年度 0.91 でしたが、基準財政需要額の増加に伴い平成 30年度には 0.88
となっており 0.03 ポイント減少しています。平成 30年度は、類似団体平均値 0.74、県内市町村
平均値 0.79、全国市町村平均値 0.51 の全てを上回っています。

日高市
（年度）

0.91
0.93

0.91
0.88

0.85 0.85 0.85 0.86 0.86 0.87 0.88

0.85 0.86
0.83

0.80
0.77 0.77 0.77

0.78 0.78 0.78 0.79

0.66
0.64

0.61
0.65

0.63 0.63 0.63

0.73 0.72 0.73 0.74

0.56 0.55
0.53 0.51 0.49 0.49 0.49 0.50 0.50 0.51 0.51

財政力指数の状況

出典：総務省財政状況資料集
総務省市町村普通会計決算の概要
総務省市町財政比較分析表
総務省市町村決算カード
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 ②実質公債費比率の状況　

　実質公債費比率は平成 20年度 9.0％でしたが、公債費の減少に伴い平成 30年度は 2.1％となっ
ており 6.9 ポイント減少しています。平成 30年度は、類似団体平均値 6.4％、県内市町村平均値
4.8％、全国市町村平均値 6.1％の全てを下回っています。

（年度）

14.3
13.9

12.9

11.1

10.3

9.6

8.8

7.8

6.9
6.6 6.4

9.7

9.1

8.2

7.3
6.6

6.1

5.4
4.9 4.6 4.7 4.8

11.8
11.2

10.5

9.9

9.2
8.6

8.0

7.4

6.4
6.1

9.0 8.9

8.8

7.4

5.5

3.6

2.8

2.1 2.1
1.8

2.1

日高市

※実質公債費比率
　�　地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで､ 一般財源総額に対する
公債費に充当された一般財源の割合。

　�　公債費負担比率が高いほど､ 一般財源に占める公債費の比率が高く､ 財政構造の硬直化が進んでいるこ
とを表す。

実質公債費比率の状況

出典：総務省財政状況資料集
総務省市町村普通会計決算の概要
総務省市町財政比較分析表

　　　総務省市町村決算カード
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 ③将来負担比率の状況　

　将来負担比率※１は平成20年度37.0％で、平成25年度には0となりましたが、平成27年度以降、
建設事業債発行額の増加に伴い平成 30年度は 3.7％となっています。平成 30年度は、類似団体
平均値 24.2％、県内市町村平均値 16.3％、全国市町村平均値 28.9％の全てを下回っています。

（年度）

37.0 36.4 24.6

12.2

0.5 0.0 0.0 1.8

8.4
3.5 3.7

日高市

113.2

106.7

88.1

58.2

50.3

45.9

37.3

35.3

31.9
24.2

100.9 92.8

79.7 69.2

60.0

51.0

45.8 38.9

34.5

33.7
28.9

78.6

72.8

61.0

50.3

41.4

34.2
31.5

24.3

20.1

19.9 16.3

※１　将来負担比率
　�　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来
負担すべき実質的な負債の標準財政規模※２を基本とした額に対する比率。
　�　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残
高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえる。
※２　標準財政規模
　�　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので､ 標準税収
入額等に普通交付税を加算した額｡ なお、地方財政法施行令附則第 11 条第 3 項の規定により、臨時財政
対策債の発行可能額についても含まれる。

将来負担比率の状況

出典：総務省財政状況資料集
総務省市町村普通会計決算の概要
総務省市町財政比較分析表
総務省市町村決算カード
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 ④経常収支比率の状況　

　経常収支比率は平成 20 年度 93.0％でしたが、扶助費、物件費、繰出金等の増加により平成
30 年度は 94.8％となっており 1.8 ポイント増加しています。平成 30 年度は、類似団体平均値
93.7％、県内市町村平均値 93.9％、全国市町村平均値 93.0％の全てを上回っています。
　今後も、人口減少や少子高齢化に伴い、経常的な経費と経常的な収入との差が縮まり、財政構造
の硬直化が進行することが懸念されるため、財政構造の弾力性を確保していくことが求められます。

（年度）

93.0
92.5

89.8

86.9

89.6

88.3

93.6

91.0

94.6 94.6 94.8

91.8

87.9

89.6

90.2

89.6

90.9

88.7

93.8
94.0

93.7

89.6

90.3

87.8

89.7

90.5

92.1

90.9

92.8
93.1

93.9

91.8

89.2

90.3
90.7

90.2

91.3

90.0

92.5
92.8 93.0

※経常収支比率
　�　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で､ 人件費､ 扶助費､ 公債費等のように毎年度
経常的に支出される経費 ( 経常的経費 ) に充当された一般財源の額が、地方税､ 普通交付税を中心とする
毎年度経常的に収入される一般財源 ( 経常一般財源 )､ 減収補塡債特例分及び臨時財政対策債の合計額に
占める割合。

　�　この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るものであり､ 比率が高い
ほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。

経常収支比率の状況

出典：総務省財政状況資料集
　　　総務省市町村普通会計決算の概要
　　　総務省市町財政比較分析表
　　　総務省市町村決算カード
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基本目標 /
具体的な施策 数値目標 /KPI 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
７年度

1 �誰もが活躍し続け
られる仕事をつく
る≪しごと≫

就業率（生産年齢
人口） 政策秘書課 （出典）総務省「平成27年国勢調査」 ％ 69.0

（平成27年度） 70.0 

市内事業所従業者
数 政策秘書課

（出典）総務省・経済産
業省「平成28年経済セン
サス-活動調査」

人 23,155
（平成28年度） 24,300 

市内総生産額（実
質） 政策秘書課 （出典）埼玉県「埼玉県市町村民経済計算」

百万
円

211,766
（平成29年度） 277,362 

（1）�若者の活躍支
援 ア 完全失業率 産業振興課 （出典）総務省「平成27年国勢調査」 ％ 5.4

（平成27年度） 4.8 

イ
サテライトオ
フィスの誘致
件数

産業振興課 サテライトオフィスを誘致した延べ件数 件 0 3 

（2）�女性の活躍
支援 ウ

審議会などに
おける女性委
員の割合

総務課 女性委員数÷審議会等委
員数×100 ％ 43.1 45.0 

エ 完全失業率（再掲） 産業振興課 （出典）総務省「平成27年国勢調査」 ％ 5.4
（平成27年度） 4.8 

オ
サテライトオ
フィスの誘致
件数（再掲）

産業振興課 サテライトオフィスを誘致した延べ件数 件 0 3 

（3）�アクティブ
シニアの活
躍支援

カ
高齢者の就業
率（65歳以
上）

長寿いきが
い課

（出典）総務省「平成27
年国勢調査」 ％ 22.6

（平成 27 年度） 23.6 

キ 完全失業率（再掲） 産業振興課 （出典）総務省「平成27年国勢調査」 ％ 5.4
（平成27年度） 4.8 

（4）�地域産業の
振興 ク

旭ケ丘松の台
地区進出企業
数

市街地整備
課

組合および市に対し、進
出を確定させた企業数 社 0 5 

ケ 市内事業所売上額 産業振興課
（出典）総務省・経済産
業省「平成28年経済セン
サス-活動調査」

百万
円

85,103
（平成27年） 87,600 

コ 認定農業者数 産業振興課 認定農業者数 人 81 81 

サ
公共施設にお
ける西川材の
使用件数

産業振興課
西川材使用状況調査より
公共施設における西川材
の使用件数

件  0 5 

（1）リーディングプロジェクト
※特に表記のないものについては、年度末時点の数値です。
【　】で表記しているのは、令和元年度における総数です。

8. 指標一覧表
　第６次総合計画前期基本計画のリーディングプロジェクト及び分野別施策で定めた数値目標や成果指標な
どについて、各指標の算出方法や出典、現状値と目標値を一覧にしたものです。指標に基づき、毎年度行政
評価を実施し、進捗状況の把握と行政サービスの向上につなげていきます。
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基本目標 /
具体的な施策 数値目標 /KPI 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
７年度

2 魅力を活用したに
ぎわいと新たなひ
との流れをつくる
≪ひと≫

人口の社会増減 政策秘書課
（出典）埼玉県「統計か
らみた埼玉県市町村のす
がた2020」

人 △ 85 150

20代から30代まで
の若者の転出者の
割合

政策秘書課

前年度４月１日から３月
31日に転出した20代、30
代の人数÷1月1日現在の
20代、
30代の人口×100

％ 11.6 10.0 

転入者数 政策秘書課 （出典）日高市「統計ひだか 2-10人口動態」 人 1,919 2,040 

（1）�移住・定住の
促進 ア

居住誘導支援
制度の利用者
数（累計）

都市計画課
日高市多世代家族同居近
居促進事業補助金の交付
を受けた家族の転入者数

人 175 550 

イ

空き家所有者
とのマッチン
グ成立件数
（累計）

都市計画課 日高市空き家・空き地バンクの成約数 件 6 12 

ウ ひ・まわり探検隊の参加率 生涯学習課 隊員登録者数÷市内小学校の児童数×100 ％ 18.2 20.0 

エ ホームページ閲覧数 市政情報課 各年度の市ホームページ閲覧件数 件 807,534 850,000 

（2）�子育てに魅
力を感じる
まちづくり
の推進

オ 保育所待機児童数
子育て応援
課

４月１日現在の保育所の
待機児童数 人 0 0 

（3）�まちの魅力
発信と観光
の推進

カ 観光入込客数 産業振興課 観光入込客統計に関する共通基準により算出
千人/
年 3,963 4,069 

キ 体験型観光メニュー件数 産業振興課 体験型観光メニューの延べ件数 件 0 20 

ク 市民歴史講座参加者数 生涯学習課 市民歴史講座の参加者数 人 83 110 

ケ ホームページ閲
覧数（再掲） 市政情報課 各年度の市ホームページ閲覧件数 件 807,534 850,000 

（4）�若者等の交
流支援

コ

地域内の異なる
世代の人と付き
合う割合（10・
20歳代）

生涯学習課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、ある・
どちらかといえばあると
回答した人÷全回答者数
×100

％ 40.4 42.9 
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基本目標 /
具体的な施策 数値目標 /KPI 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
７年度

3 出会う、育てる、
子どもの笑顔があ
ふれるまちをつく
る≪結婚・出産・
子育て≫

婚姻率 政策秘書課 （出典）埼玉県「埼玉県の人口動態概況」 ％ 3.3
（平成30年） 3.8 

合計特殊出生率 政策秘書課 （出典）埼玉県「埼玉県の人口動態概況」 人 1.01
（平成30年） 1.25 

地域子育て支援セ
ンターの利用者数政策秘書課

各地域子育て支援センタ
ー（４か所）の年間延べ
利用者数の合計

人 16,900 17,000 

（1）�結婚・妊娠・
出産支援 ア

SAITAMA出会
いサポートセ
ンター登録者
数

生活福祉課
SAITAMA出会いサポート
センターからの市町村別
会員登録状況

人 58 82 

イ 新生児訪問件数の実施割合
保健相談セ
ンター

一年度内の（新生児訪問
件数÷出生数）×100 ％ 94.5 98.0 

（2）�働く子育て
世帯の支援 ウ 保育所待機児童数（再掲）

子育て応援
課

４月１日現在の保育所の
待機児童数 人 0 0 

エ

ファミリー・
サポート・セ
ンター利用回
数

子育て応援
課

「令和元年度日高市ファ
ミリー・サポート・セン
ター事業実績報告書」
（事業委託先：日高市社
会福祉協議会より）

回 785 1,000 

（3）�特色ある教
育の実践

オ

埼玉県学力・
学習状況調査
における学力
を伸ばした児
童生徒の割合

学校教育課
調査による「学力の伸
び」が県平均以上の学年
数÷全学年数×100

％ 64.8 85.0 

カ
授業における
児童生徒のICT
機器活用率

学校教育課
ICT機器を活用した小中
学校の授業時数÷全授業
時数×100

％ 0.8 95.0 

キ 中学1年生の不登校の割合 学校教育課
3月１日現在の不登校生
徒数÷生徒数×100（中
学1年生）

％ 2.2 1.0 

（4）�子どもをの
びのび育て
るための環
境づくり

ク 施設一体型一貫校の設置数 教育総務課 小学校と中学校施設を統合した校舎を設置した数 校 0 3 
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基本目標 /
具体的な施策 数値目標 /KPI 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
７年度

4 安心して住み続け
られるまちをつく
る≪まち≫

住み続けたいと感
じている市民の割
合

政策秘書課

まちづくり市民アンケート
の設問に対し、住み続けた
い・どちらかといえば住み
続けたいと回答した人÷全
回答者数×100

％ 74.5 75.0 

環境に配慮した生
活をしている市民
の割合

政策秘書課

まちづくり市民アンケート
の設問に対し、している・
ある程度していると回答し
た人÷全回答者数×100

％ 73.5 76.0 

災害に対して住ん
でいる地域は安全
だと感じている市
民の割合

政策秘書課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、安全だ
と思う・まあ安全だと思
うと回答した人÷全回答
者数×100

％ 63.0 65.5 

（1）�自然豊かな環
境の保全 ア

子どもたちを
対象とした環
境イベント等
の開催回数

環境課
子どもたちを対象とした
環境イベント等の開催回
数

回/年 4 6 

イ
エコアクショ
ン21認証・登
録件数

環境課 市内業者のエコアクショ
ン21認証登録件数 件 1 5

（2）�良好な生活
環境の整備、
維持

ウ
高齢者等の移
動困難者への
支援件数

危機管理課 高齢者等おでかけ支援事業申請件数 件 1,637 2,500 

エ 自主防災組織の訓練実施率 危機管理課 訓練実施数÷自主防災組織数×100【75団体】 ％ 40.0 80.0 

オ 鉄道駅の1日平均乗車人数 危機管理課 （出典）各鉄道会社 人/日 9,371 9,450 

カ
行政手続のオ
ンライン化件
数

市政情報課 オンライン化された行政手続の累計件数 件 44 75 

（3）�生涯スポー
ツ・健康の
まちづくり キ

介護予防の運
動に取り組む
高齢者の延べ
人数

長寿いきが
い課

市内の各地区で自主的に
開催されている「介護予
防運動（くりくり元気体
操）」に参加する高齢者
の延べ人数

人 39,825 42,750 

ク 各種健康教室参加者数
保健相談セ
ンター

各種健康教室参加者の年
間延べ人数 人 889 1,000 

ケ ひだかアリーナ利用人数 生涯学習課 ひだかアリーナの年間利用人数 人 155,130 168,472 

（4）�地域連携、コ
ミュニティ
活動の促進

コ
地域福祉推進
組織の立ち上
げか所数

生活福祉課
各学校区単位の地域福祉
推進組織の立ち上げか所
数

か所 0 4 

サ 都市計画道路の整備率 建設課
都市計画道路の整備延長
÷都市計画道路の計画延
長×100【33.94㎞】

％ 60.7 65.0

シ 公民館利用者数 生涯学習課 市内６公民館の年間利用者数 人 166,606 167,000 

ス ボランティア登録団体数 総務課 ボランティア登録団体数 団体 93 100 

セ 相互利用協定締結市町数 政策秘書課 公の施設の相互利用協定を締結している市町の数 市町 10 10 
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

1 人権・男女共同参画

女性の活躍を多面
的に支援する地域
だと思う人の割合

総務課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、そう思
う・まあそう思うと回答
した人÷全回答者数×
100

% 7.5 10.0

（1）�人権啓発の推
進

人権講演会などへ
の参加者数 総務課 人権講演会などへの年間

延べ参加者数 人 1,974 2,000

（2）�男女共同参画
社会の形成の
促進

審議会などにおけ
る女性委員の割合総務課

女性委員数÷審議会等委
員数×100 % 43.1 45.0

2 国際化・多文化共生
多文化共生の取組
に対する満足度 総務課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 2.92 3.10

（1）�国際交流活動
の推進

ワンナイトステイ
事業登録家庭数 総務課 ワンナイトステイ事業登

録家庭数 家庭 8 10

（2）�外国人市民
に優しいま
ちづくりの
推進

災害時等通訳・翻
訳ボランティア登
録者数

総務課 災害時等通訳・翻訳ボラ
ンティア登録者数 人 61 70

3 地域福祉
頼りになる知り合い
が近所にいると感じ
ている人の割合

生活福祉課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、いる・
どちらかといえばいると
回答した人÷全回答者数
×100

% 53.0 55.0

（1）�地域福祉推進
体制の充実

地域福祉推進組織
の立ち上げか所数生活福祉課

各学校区単位の地域福祉
推進組織の立ち上げか所
数

か所 0 4

（2）�低所得者な
どに対する
支援の充実

生活保護受給者数
及び生活困窮者就
労自立件数

生活福祉課
生活保護受給者及び生活
困窮者が就労支援事業に
より就労を開始した件数

件 14 20

（3）�民生委員・児
童委員の活
動支援

民生委員・児童委
員充足率 生活福祉課 委員数÷県条例による委員定数×100【109人】 % 86.2 100.0

（2）分野別施策

※特に表記のないものについては、年度末時点の数値です。
はリーディングプロジェクトに該当していることを表しています。

【　】で表記しているのは、令和元年度における総数です。
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

4 障がい者福祉 障がい者福祉の取
組に対する満足度

障がい福祉
課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 2.96 3.00

（1）�地域生活の支
援

日中一時支援事業
登録事業者件数

障がい福祉
課

当該年度末における事業
者数 件 19 20

（2）就労への支援
障がい者就労支援
センター利用者の
就職率

障がい福祉
課

就労者数÷センター利用
登録者数×100 % 57.9 60.0

（3）医療費の助成

重度心身障がい者
医療費助成制度受
給登録者のうち、
医療費申請を行っ
た人の割合

保険年金課 医療費申請者数÷受給登録者数×100 % 89.0 92.0

5 高齢者福祉 老後に不安を感じ
ている人の割合

長寿いきが
い課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、不安を
感じる・少し不安を感じ
ると回答した人÷全回答
者数×100

% 69.9 65.0

（1）�高齢者の健康
づくり推進

健康シニア褒賞の
受賞者数

長寿いきが
い課

要介護等の状態にないこ
とや健康診査を受診して
いること、介護予防教室
等に積極参加していると
いった各種条件を満たす
人を対象とする「健康シ
ニア褒章」の受賞者数

人 37 46

（2）�高齢者の地
域生活支援

高齢者に関する相
談件数

長寿いきが
い課

各地域包括支援センター
が受ける高齢者に関する
相談の年間件数

件 6,702 6,800

（3）�介護保険サー
ビスの充実 介護サービス利用率 長寿いきがい課

ひと月のサービス利用者
数÷要介護要支援認定者
数×100

% 79.8 84.2
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

6 健康づくり

食生活の改善や運
動など、健康管理
のための取組をし
ている人の割合

保健相談セ
ンター

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、してい
る・ある程度していると
回答した人÷全回答者数
×100

% 63.9 67.0

（1）�健康長寿の促
進

各種健康教室参加
者数

保健相談セ
ンター

各種健康教室参加者の年
間延べ人数 人 889 1,000

（2）�生活習慣病の
発症・重症化
予防の推進

生活習慣病死亡者率 保健相談センター
生活習慣病死亡者数÷死
亡者数×100 % 52.8

（平成29年度） 40.0

（3）�健康を支え
守るための
環境整備

四種混合接種率 保健相談セ
ンター

四種混合接種者÷接種対
象者×100 % 83.7 95.0

（4）�国民健康保
険制度・後
期高齢者医
療制度の健
全な運営及
び国民年金
制度の趣旨
普及

特定保健指導実施
率 保険年金課 特定保健指導の終了者数÷対象者数×100 % 16.1 60.0

7 交通

普段、できるだけ
公共の交通機関を
利用している人の
割合

危機管理課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、よく利
用する・まあまあ利用す
ると回答した人÷全回答
者数×100

% 33.7 34.0

（1）�公共交通の利
用促進

鉄道駅の1日平均
乗車人数 危機管理課 （出典）各鉄道会社 人/日 9,371 9,450

（2）�高齢者等の
移動困難者
の交通手段
の確保

高齢者等の移動困
難者への支援件数危機管理課

高齢者等おでかけ支援事
業申請件数 件 1,637 2,500

（3）�交通安全の
推進 人身事故件数 危機管理課

市内の年間人身事故発生
件数（出典）埼玉県警察
の交通事故総計資料

件 161 150

（4）�自転車安全
利用の推進

放置自転車の撤去
台数 危機管理課 放置自転車撤去台数 台 202 160

8 危機管理・防災・防犯

職場や地域での防
災訓練に参加して
いる人の割合

危機管理課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、してい
る・ある程度していると
回答した人÷全回答者数
×100

% 48.7 50.0

（1）�防災体制の強
化

自主防災組織の訓
練実施率 危機管理課 訓練実施数÷自主防災組織数×100【75団体】 % 40.0 80.0

（2）�消防体制の
強化 消防団員の充足率危機管理課

消防団員数÷団員定数×
100
【161人】

% 100.0 100.0

（3）�防犯活動の
推進 刑法犯罪認知件数危機管理課

市内の年間犯罪認知件数
（出典）埼玉県警察の犯
罪統計

件 371 330
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

9 道路・河川 道路・河川の取組
に対する満足度 建設課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 2.81 3.04

（1）�県道や都市計
画道路の整備
促進

都市計画道路の整
備率 建設課

都市計画道路の整備延長
÷都市計画道路の計画延
長×100【33.94㎞】

% 60.7 65.0

（2）�生活道路の
整備 市道の改良率 建設課

市道の改良済延長÷市道
の実延長×100【194.90
㎞】

% 30.0 33.0

（3）�道路の維持
管理

幹線道路等舗装修
繕率 建設課

幹線道路等舗装修繕済延
長÷幹線道路等の舗装修
繕計画延長×100【54.30
㎞】

% 60.6 72.9

（4）�橋の維持管
理と河川環
境の保全

橋の修繕率 建設課
橋長15m以上の修繕済の
橋の数÷橋長15m以上の
橋の数×100【28橋】

% 17.9 50.0

10 都市づくり 市街化区域の平均
地価公示価格 都市計画課 市街化区域の平均地価公示価格 円/㎡ 63,575 64,800

（1）�地域の特性に
応じた土地利
用の推進

市街化区域面積 都市計画課 市街化区域面積 ha 640 675

（2）�安心で良好
な住環境の
整備・保全

住宅の耐震化率 都市計画課 耐震性あり住宅÷住宅総数×100【17,631戸】 % 91.2 95.0

（3）�土地区画整理
事業の推進 保留地の公売率 市街地整備

課
公売済面積÷計画面積×
100【9,106㎡】 % 61.4 100.0

（4）�安心で魅力
ある公園・
緑地づくり

市民1人当たりの
公園面積

市街地整備
課 総公園面積÷人口×100 ㎡ 7.27 8.00

（5）�産業用地の
創出 進出企業件数 都市計画課 企業誘致により進出した企業件数の累計 件 95 105

11 水道 水道の取組に対す
る満足度 水道課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 3.37 3.46

（1）�安心で安定し
た水道水の供
給

水質基準適合率 水道課 水質基準適合回数÷全検
査回数×100【12回】 % 100.0 100.0

（2）�災害に強い
給水体制の
確立

基幹配水管路の耐
震化率 水道課

口径150㎜以上の耐震適
合性のある基幹配水管路
延長÷口径150㎜以上の
基幹配水管路延長×100
【112.38㎞】

% 33.5 41.0

（3）�水道事業の
運営基盤の
強化

総収支比率 水道課 総収益÷総費用×100 % 107.7 100.0以上
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

12 下水道 下水道の取組に対
する満足度 下水道課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 2.99 3.05

（1）�汚水処理施設
の整備

公共下水道（汚
水）の整備率 下水道課

整備区域面積÷公共下水
道汚水の認可区域面積×
100【556.63ha】

% 67.9 88.1

（2）�雨水処理施
設の整備

公共下水道（雨
水）の整備率 下水道課

整備区域面積÷公共下水
道雨水の認可区域面積×
100【54.89ha】

% 7.3 8.5

（3）�下水道施設
の維持管理

処理場の健全な施
設の割合 下水道課

健全な重要施設数÷す
べての重要施設数×100
【208
施設】

% 43.9 74.5

13 子育て支援
子育て支援に積極
的だと感じている
人の割合

子育て応援
課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、そう思
う・まあそう思うと回答
した人÷全回答者数×
100

% 22.5 25.0

（1）�多様な保育サ
ービスの提供 保育所待機児童数

子育て応援
課

4月1日現在の保育所の待
機児童数 人 0 0

（2）�子育て環境
の充実

子育て世代包括支
援センターの相談
件数

子育て応援
課

子育て総合支援センター
及び保健相談センター
が、年間に実施した妊
娠・出産・子育てに関す
る相談等の件数

件 1,305 1,330

（3）�ひとり親家庭
の自立支援

母子・父子家庭自
立支援給付金受給
者のうち就労に至
った割合

子育て応援
課

就労者数÷受給者数×
100 % 100.0 100.0

14 学校教育

各学校の取組に対す
るアンケートで「満
足（8割）」と答え
た保護者の割合

学校教育課

各学校で実施している学
校評価で「満足してい
る」と答えた保護者の割
合

% 34.0 60.0

（1）�確かな学力の
育成、豊かな
心の育成及び
健康・体力の
増進

埼玉県学力・学習
状況調査における
学力を伸ばした児
童生徒の割合

学校教育課

調査による「学力の伸
び」が県平均以上の学年
数÷全
学年数×100

% 64.8 85.0

（2）�質の高い学校
教育の推進

授業における児童
生徒のICT機器活
用率

学校教育課
ICT機器を活用した小中
学校の授業時数÷全授業
時数×100

% 0.8 95.0

（3）�コミュニテ
ィ・スクール
を基盤とし
た小中一貫
教育の推進

中学校1年生の不
登校の割合 学校教育課

3月1日現在の不登校生徒
数÷生徒数×100（中学
１年生）

% 2.2 1.0

（4）�小・中学校
の統合を含
む施設環境
の維持向上

施設一体型一貫校
の設置数 教育総務課 小学校と中学校施設を統合した校舎を設置した数 校 0 3

（5）�学校給食の
充実

給食に地場産食材を
使用した日の割合 教育総務課

給食に地場産食材を使用
した日数÷年間の給食提
供日数×100

% 57.0 60.0
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

15 青少年健全育成

子育てについて地
域で支え合う雰囲
気があると感じて
いる人の割合

生涯学習課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、ある・
まああると回答した人÷
全回答者数×100

% 21.0 22.5

（1）�郷土愛の醸成 ひ・まわり探検隊の参加率 生涯学習課 隊員登録者数÷市内小学校の児童数×100 % 18.2 20.0

（2）�青少年の健
全育成

刑法犯少年の人口
比 生涯学習課

刑法犯少年÷少年人口×
1,000人（出典）埼玉県
警察「少年非行白書」

% 1.8 3.0

（3）�体験活動・多
世代との交
流活動の推
進

放課後子ども教室
参加延べ人数（6
小学校）

生涯学習課 6小学校区で実施した教室に参加した児童の総数 人 3,005 3,200

16 生活環境

住んでいる地域に
ついて快適な環境
だと感じている人
の割合

環境課

環境基本計画策定のため
のアンケート（市民用）
の設問に対し、快適な環
境である・どちらかとい
えば快適な環境であると
回答した人÷全回答者数
×100

% 82.7
（令和2年度） 83.0

（1）�生活環境の保
全

空き地の適正管理
受託件数 環境課 雑草等除去受託件数 件 16 25

（2）�河川等の水質
汚濁の防止

合併処理浄化槽の
設置割合 環境課

合併処理浄化槽設置基数
÷全浄化槽設置基数×
100（浄化槽台帳により
算出、事業所を除く）
【4,635基】

% 72.6 75.0

17 自然環境

住んでいる地域の
自然環境は守られ
ていると感じてい
る人の割合

環境課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、そう思
う・まあそう思うと回答
した人÷全回答者数×
100

% 58.2 61.0

（1）�緑と清流の保
全

子どもたちを対象
とした環境イベン
ト等の開催回数

環境課
子どもたちを対象とした
環境イベント等の開催回
数

回/年 4 6

（2）�地球温暖化
やその他の
環境問題へ
の取組

エコアクション21
認証・登録件数 環境課 市内業者のエコアクショ

ン21認証登録件数 件 1 5

18 循環型社会 市民1人当たりの
可燃ごみ排出量 環境課 可燃ごみ排出量÷人口

（4月1日現在） ㎏/人 192 183

（1）�ごみの減量と
再資源化の推
進

ごみ総排出量 環境課
家庭系ごみ、事業系ごみ
などを含む年間ごみ総排
出量

t 17,642 16,211

（2）�ごみの適正
な処理 ごみリサイクル率環境課 リサイクル量÷ごみ総排

出量×100 % 99.7 99.8

（3）�し尿の適正
な処理

合併処理浄化槽の
設置割合（再掲）環境課

合併処理浄化槽設置基数
÷全浄化槽設置基数×
100（浄化槽台帳により
算出、事業所を除く）
【4,635基】

% 72.6 75.0
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

19 農林業 農林業の取組に対
する満足度 産業振興課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 2.83 3.00

（1）農業の振興 遊休農地面積 産業振興課 （出典）農業委員会荒廃農地調査 ha 60 40

（2）�魅力ある農
産物の生産
支援

認定新規就農者数産業振興課

日高市新規就農支援事業
実施要領に基づく支援を
行い、新たに就農した人
数

人 2 10

（3）林業の振興 森林間伐面積 産業振興課 水源地域の森づくり事業で間伐を行った面積 ha 97 110

20 商工業
住んでいる地域に
活気があると感じ
ている人の割合

産業振興課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、活気が
ある・まあ活気があると
回答した人÷全回答者数
×100

% 15.4 20.0

（1）企業への支援 市内事業所売上額産業振興課
（出典）総務省・経済産
業省「平成28年経済セン
サスｰ活動調査」

百万
円

85,103
（平成27年） 87,600

（2）�商工振興活
動の支援

市内事業所従業者
数 産業振興課

（出典）総務省・経済産
業省「平成28年経済セン
サスｰ活動調査」

人 23,155
（平成28年度） 24,300

（3）�労働環境の
改善と就労
支援

完全失業率 産業振興課 （出典）総務省「平成27年国勢調査」 % 5.4
（平成27年度） 4.8

（4）�多様な働き
方のできる
環境の実現

民営事業所数 産業振興課
（出典）総務省・経済産
業省「平成28年経済セン
サスｰ活動調査」

件 1,872
（平成28年度） 1,928

21 観光

住んでいる地域に
観光などでの訪問
客が増えていると
感じている人の割
合

産業振興課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、そう思
う、まあそう思うと回答
した人÷全回答者数×
100

% 29.9 30.0

（1）�自然と歴史を
生かした観光
地整備の推進

観光入込客数 産業振興課 観光入込客統計に関する共通基準より算出
千人/
年 3,963 4,069

（2）�広域で連携
した観光の
推進

巾着田年間来場者
数 産業振興課 巾着田駐車場利用台数により推計

人/
年 639,624 658,800

（3）�観光誘客の
推進

観光協会ホームペ
ージ閲覧数 産業振興課 観光協会ホームページ閲覧件数 件 203,785 210,000

（4）�魅力を活用
した体験型
観光の推進

体験型観光メニュ
ー件数 産業振興課 体験型観光メニューの延べ件数 件 0 20
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

22 生涯学習・社会教育

生涯学習活動に参
加している人の割
合

生涯学習課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、してい
る・ある程度していると
回答した人÷全回答者数
×100

% 11.3 12.0

（1）�生涯学習の推
進 出前講座受講人数生涯学習課 生涯学習まちづくり出前講座を受講した人数 人 1,509 1,728

（2）�公民館の充
実 新規サークル数 生涯学習課 市内6公民館での新規サークル登録数 団体 0 30

（3）�スポーツ・レ
クリエーシ
ョンの振興

ひだかアリーナ利
用人数 生涯学習課 ひだかアリーナの年間利用人数 人 155,130 168,472

（4）�読書に親し
める環境の
整備

市民1人当たりの
貸出冊数 生涯学習課

図書等の資料の貸出点数
（CD・DVDや雑誌を含
む。）÷日高市人口

冊 4.9 6.0

23 歴史・文化

自慢したい地域の
風景や名所がある
と感じている人の
割合

生涯学習課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、ある・
どちらかといえばあると
回答した人÷全回答者数
×100

% 46.4 48.0

（1）�文化財の保護
と活用

文化財説明板の設
置率 生涯学習課

設置済の説明板の数÷設
置を要する文化財の件
数×100（修繕を含む）
【26か所】

% 53.8 70.0

（2）�芸術・文化
の振興 市美術展の出品数生涯学習課 市美術展に出品された作品数 点 161 180

24 市民参加・情報共有

地域活動やボラン
ティアなどで社会
のために活動して
みたいと感じてい
る人の割合

総務課

まちづくり市民アンケー
トの設問に対し、活動し
てみたい・たまには活動
してみたいと回答した人
÷全回答者数×100

% 39.9 43.0

（1）�市民参加活動
の推進

ボランティア登録
団体数 総務課 ボランティア登録団体数 団体 93 100

（2）�地域コミュ
ニティ活動
の促進

区加入世帯数 総務課 4月1日現在で区・自治会に
加入する世帯数 世帯 18,870 19,000

（3）�広報広聴・情
報発信・情報
公開の推進

アプリダウンロー
ド数 市政情報課 各年度のアプリダウンロード数 件 4,413 7,500
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施策 /施策の展開 評価指標 /
成果指標 担当課 指標の算出方法・説明

又は出典※ 単位
現状値 目標値
令和
元年度

令和
7年度

（4）�魅力を活用し
た情報発信

ホームページ閲覧
数 市政情報課 各年度の市ホームページ閲覧件数 件 807,534 850,000

25 行政運営 行政運営の取組に
対する満足度 政策秘書課

まちづくり市民アンケー
トにおける各施策の満足
度を5段階評価し、加重平
均した値

点
（5点満点） 2.85 3.00

（1）�持続可能な行
政運営の推進

職員研修参加者数
（延べ） 総務課 研修に参加した職員の延

べ人数 人 529 800

（2）�広域行政・産
学官連携の
推進

産学官連携事業数政策秘書課
民間企業、大学等と締結
した連携協定に基づき実
施した事業の件数

事業 91 100

（3）�情報化の推
進

行政手続のオンラ
イン化件数 市政情報課 オンライン化された行政手続の累計件数 件 44 75

（4）�市民サービ
スの向上

窓口対応の総合評
価（満足度） 市民課

窓口サービス向上アンケ
ートの総合評価の設問に
対し、満足と回答した人
÷全回答者数×100

% 84.0 90.0

26 財政運営 財政力指数 財政課
基準財政収入額÷基準
財政需要額（過去3年平
均）

- 0.88 0.88

（1）�健全な財政運
営の推進 将来負担比率 財政課

⼀般会計等が今後返済し
なければならない地方債
残高等÷標準財政規模×
100

% - 350.0未満

（2）�財源の確保 市税の収納率 収税課

収納額÷調定額×100
（それぞれ現年課税分及
び滞納繰越分の合計によ
り算出）

% 97.5 97.6

（3）�公有財産の
適正な維持
管理

公共施設の面積 財政課 日高市公共施設再編計画
に定める公共施設の面積 ㎡ 128,366.79 10%

削減
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９. 日高市基本構想の策定に関する条例　
� 平成 26 年 12 月 18 日条例第 27号
　（目的）
第�１条　この条例は、まちづくりの最も基本的な指針となる市の基本構想（以下「基本構想」という。）
を策定することにより、市の目指すべき将来都市像等を明らかにし、もって総合的かつ計画的な
市政運営を推進することを目的とする。
　（基本構想の策定）
第�２条　市長は、総合的かつ計画的な行政の運営を図るため、基本構想を策定しなければならない。
２　基本構想は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　（１）　市が目指す将来都市像
　（２）　まちづくりの基本的な方針
　（３）　土地利用に関する基本的な方針
　（４）　前３号に掲げるもののほか、まちづくりに関する基本的な事項
　（議会の議決）
第�３条　市長は、基本構想の策定又は変更に当たっては、議会の議決を経なければならない。
　（他計画との関係）
第�４条　市長その他の執行機関が分野別又は事業別の計画を策定し、又は変更しようとするときは、
基本構想との整合を図るものとする。
　（委任）
第５条　この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。
　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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10. 日高市総合計画策定委員会規程　
� 平成 15 年６月 10日訓令第６号
　　　改正
　　　　　　平成 19年３月 23日訓令第２号
　　　　　　平成 28年３月 30日訓令第５号
　　　　　　令和元年６月１日訓令第１号
　（設置）
第�１条　本市の基本構想及び基本計画（以下「総合計画」という。）を策定するため、日高市事務
組織規則（平成 17年規則第 31号）第 13条の規定に基づき、日高市総合計画策定委員会（以下「委
員会」という。）を設置する。
　（所掌事項）
第２条　委員会の所掌事項は、次のとおりとする。
　（１）　総合計画策定に伴う基本的事項を決定すること。
　（２）　総合計画の原案を決定すること。
　（３）　その他総合計画策定に際し、必要な事項に関すること。
　（組織）
第３条　委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。
２　委員長は副市長、副委員長は総合政策部長をもって充てる。
３　委員は、教育長、部長及び部長相当職にある者をもって充てる。
　（委員長及び副委員長）
第４条　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。
２　副委員長は、委員長を補佐し、委員長が不在のときは、その職務を代理する。
　（会議）
第５条　委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。
２　委員長は、必要があるときは関係職員の出席を求めることができる。
　（専門部会）
第６条　委員会に、総合計画の策定に係る調査研究及び素案の作成を行うため、専門部会を置く。
２　専門部会に関し必要な事項は、別に定める。
　（庶務）
第７条　委員会の庶務は、総合政策部政策秘書課において処理する。
　（補則）
第８条　この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。
　　附　則
この訓令は、平成 15年６月 20日から施行する。
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説明・提案 諮問

意見・議決 答申

議会
（全員協議会）

日高市行政経営審議会

市の総合的な振興計画の策定に

関することを調査審議する。

市内の公共的団体等に属する

者、知識経験を有する者、公募

市民

市長
目的：

構成：

総合計画策定委員会

（副市長、教育長、部長級）

・基本構想、基本計画の原案の策定

専門部会

（課長級、主査級）

・計画策定のための調査・研究を行い

素案を策定

・実施期間 １か月

市民意識調査

・市内に居住する満18歳以上の男

女2,000人
・住民基本台帳による無作為抽出職員意識調査

・常勤職員に対する意識調査

市民会議

（市民約３０名）

・将来都市像案の提言

・人口対策についての提言

市民参加庁内組織

市民コメント

策定体制図

　　附　則（平成 19年３月 23日訓令第２号）
１　この訓令は、平成 19年４月１日から施行する。
２�　地方自治法の一部を改正する法律（平成 18年法律第 53号。以下「改正法」という。）附則第
３条第１項の規定により収入役が在職する場合においては、（中略）第 11条による改正前の日
高市総合計画策定委員会規程第３条第３項（中略）の規定は、なおその効力を有する。（後略）
　　附　則（平成 28年３月 30日訓令第５号）
　この訓令は、平成 28年４月１日から施行する。
　　附　則（令和元年６月１日訓令第１号）
　この訓令は、令和元年６月１日から施行する。
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11. 日高市総合計画策定委員会専門部会規程　
� 令和元年６月 12日訓令第２号
　（設置）
第�１条　日高市総合計画策定委員会規程（平成 15年訓令第６号）第６条の規定に基づき、日高市
総合計画策定委員会（以下「委員会」という。）に日高市総合計画策定委員会専門部会（以下「部
会」という。）を設置する。
　（所掌事項）
第２条　部会の所掌事項は、次のとおりとする。
　（１）�　本市の基本構想及び基本計画（以下「総合計画」という。）の策定に際し、必要な事項を

調査研究すること。
　（２）　総合計画の素案を作成すること。
　（３）　委員会の要請に関すること。
　（組織）
第３条　部会は、部会員 30人以内をもって組織する。
２　部会員は、職員のうちから市長が任命する。
　（部会長）
第４条　部会に部会長を置き、部会員の互選によりこれを定める。
２　部会長は、部会の事務を掌理する。
３　部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する部会員がその職務を代理する。
　（会議）
第５条　部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。
　（関係職員の出席等）
第�６条　部会長は、必要に応じて関係職員の出席を求め、その説明若しくは意見を聴き、又は関係
職員から資料の提出を求めることができる。
　（報告）
第７条　部会長は、部会の事務に成果を得たときは、その内容を委員会に報告するものとする。
２　部会長は、委員会の要求があったとき、又は必要があると認めるときは、部会の事務処理状況
について委員会に報告するものとする。
　（庶務）
第８条　部会の庶務は、総合政策部政策秘書課において処理する。
　（委任）
第９条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、部会長が部会に諮って定める。
　　附　則
　この訓令は、令和元年６月 12日から施行する。
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第６次日高市総合計画
発行日　令和３年（2021年）３月
発　行　日高市
　　　　埼玉県日高市大字南平沢 1020 番地
　　　　TEL 042-989-2111（代表）
編　集　日高市総合政策部政策秘書課

第６次日高市総合計画は概要版含め 1,200 冊作成し、
１冊当たりの印刷製本単価は、1,137 円です。
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